Could a financial organ be a new agency easily available for adult guardianship system ? by 大坂, 歩
佛教大学大学院紀要　社会福祉学研究科篇　社会学研究科篇　教育学研究科篇　第 46 号（2018 年 3 月）




　厚生労働省によると我が国の認知症高齢者は約 280 万人（2010 年）であり，2025

















男性では 7割，女性では 9割が 65 歳以上と殆どが高齢者であり，利用者数も年々増加傾向で
あり，今後高齢化社会が進むにつれてますます需要が高まると推測できる。また，我が国の高
齢化が進むにつれて，高齢者虐待が問題視されるようになった［1］。高齢者虐待の内容について
は「心理的虐待」が 63.6% と最も多く，次いで「介護・世話の放棄・放任」が 52.4%，「身体
的虐待」50.0%，「経済的虐待」が 22.4%，「性的虐待」が 1.3% という結果であった。成年後見
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状（平成 22 年）［2］」によると，全国の 65 歳以上の高齢者について，認知症有病率推定値は
15%としており，認知症有病者数約 439 万人と推計している。また，介護保険制度を利用し
ている認知症高齢者（日常生活自立度Ⅱ以上）は約 280 万人（2010 年）であり，2025 年には






　日常生活自立度Ⅱ以上の認知症高齢者の居場所別内訳（平成 22 年 9 月末現在）は居宅が
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　「平成 25 年度　高齢者虐待対応状況調査結果概要［3］」によると，高齢者虐待と認められた件
数は，養介護施設従事者等によるものが平成 25年度で 221件であり，前年度より 66件（42.6%）
増加したのに対し，養護者によるものは 15,731 件であり，前年度より 529 件（3.5%）増加した。
また，市町村への相談・通報件数は，養介護施設従事者等によるものが 962 件であり，前年度
より 226 件（30.7%）増加したのに対し，養護者によるものは 25,310 件であり，前年度より 1,467
件（6.2%）増加した。虐待の内容について，は要介護施設従事者等による被虐待高齢者の総数
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の残存能力を可能な限り尊重することができる。
3-2　成年後見制度の現状
　最高裁判所事務総局家庭局の発表した「成年後見関係事件の概況 ― 平成 25 年 1 月～2月
―［5］」によると，申立人については，本人の子が最も多く全体の約 34.7% を占め，次いで市
区町村長（約 14.7%），本人の兄弟姉妹（約 13.7%）の順となっている。市区町村長が申し立て






出所：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況―2013 年 1 月～2月―［4］」より筆者作成
　本人の男女・年齢別割合について，男女別割合は，男性が約 39.9%，女性が約 60.1% である。
男性では，80歳以上が最も多く全体の約35.0%を占め，次いで70歳代の約23.6%となっている。
女性では，80歳以上が最も多く全体の約63.0%を占め，次いで70歳代の約20.1%となっている。
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件（前年は 6,382 件）で，対前年比で約 14.3% の増加，社会福祉士が 3,332 件（前年は 3,121 件）
で，対前年比で約 6.8% の増加となっている。



















出所：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況―2013 年 1 月～2月―［4］」より筆者作成
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出所：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況―2013 年 1 月～2月―［4］」より筆者作成
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用者数は合計で 176,564 人（前年は 166,289 人）であり，対前年比約 6.2% の増加となっている。
3-3　成年後見制度の現状からの考察
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